
 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 年金積立金の運用実績はプラス6.29％、運用開始以降の収益率はプラス3.37％ 

～2020年度第3四半期運用状況～ 

◆ 厚生年金保険料の納付猶予特例制度が終了 

◆ 雇用者の現金給与総額は1.2％減の318,299円 ～毎月勤労統計調査 2020年分結果速報～ 

◆ 国民年金保険料未納者に催告状を送付 

◆ 2020年12月末現在の国民年金の月次保険料納付率は3年経過納付率で76.4％ 

 

 

◆年金積立金の運用実績はプラス6.29％、運用開始以降の収益率はプラス3.37％ 

～2020年度第３四半期運用状況～ 

2021年2月5日、GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）は2020年度第３四半期（2020年10～12月）の

運用状況を公表した。2020年度第３四半期は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響が大きかった一方で、同

ウイルスに対するワクチンが普及することへの期待感に加え、景気対策の財政支出や緩和的な金融政策の継続に

より、国内外の株式市場は上昇した。また、為替は対ドルでは円高となった一方、対ユーロでは円安が進行した

ため、10月から12月までの運用資産全体の運用実績はプラス6.29％となった。市場運用を開始した2001年度か

らの累積収益額は85兆3,011億円（収益率プラス3.37％）であった（図１）。 

 運用資産額は177兆7,030億円で、その構成割合は2020年12月末現在で国内債券23.64％、外国債券25.71％、

国内株式25.28％、外国株式25.36％であった（表１）。 

 

＜図１＞ 市場運用開始後の累積収益額 （2001年度～2020年度第３四半期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所】GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）ホームページ 

https://www.gpif.go.jp/operation/the-latest-results.html 
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＜表１＞ 2020年度第３四半期の年金資産額の構成割合（2020年12月末現在） 

 資産額 構成割合（４資産） 構成割合２（債券・株式） 

国内債券      423,405億円 23.64％ 
49.36％ 

外国債券   460,422億円 25.71％ 

国内株式   452,732億円 25.28％ 
50.64％ 

外国株式   454,194億円 25.36％ 

合  計 1,790,754億円 100.00％ 100.00％ 

※上記数値は四捨五入しているため、各数値の合計は合計額と必ずしも一致しない。 

 

◆厚生年金保険料の納付猶予特例制度が終了 

 厚生年金保険料の納付猶予特例制度は2020年1月分～同年12月分の厚生年金保険料等が対象であり、2020年

12月分（申請期限は2021年2月26日）で制度は終了した。2021年1月分以降の厚生年金保険料等については、

納付猶予特例制度の対象とはならないため、納期限内の納付が必要となる。 

 また、納付猶予特例制度の猶予期間は1年間となっているため、2020年1月分の厚生年金保険料等の猶予期間

は、2021年3月2日に満了し、2020年2月分以降の厚生年金保険料等の猶予期間も毎月、順次満了となる。 

 2021年1月分以降の厚生年金保険料等の納付が困難な場合や、納付猶予特例を受けている厚生年金保険料等に

ついて猶予期間の満了日までの納付が困難な場合は、他の猶予制度を受けられることがあるため、日本年金機構

では管轄の年金事務所に相談することを勧めている。納付猶予特例を受けていない事業も厚生年金保険料等の納

付が困難な場合は、猶予制度を受けられることがあるため、管轄の年金事務所に相談することを勧めている。 

 

◆雇用者の現金給与総額は1.2％減の318,299円 ～毎月勤労統計調査 2020年分結果速報～ 

 厚生労働省は2021年2月9日、「毎月勤労統計調査 2020年分結果速報」を公表した（表２）。調査によると雇

用者の月間現金給与総額の平均額は318,299円で対前年比1.2％減となった。一般労働者は417,330円（対前年

比1.7％減）、パートタイム労働者は99,390円（同0.4％減）となった。 

 一方で、就業形態計の所定内労働時間は125.9時間（同1.9％減）、所定外労働時間は9.2時間（同13.2％減）で

あった。所定外労働時間は一般労働者で対前年比13.0％減、パートタイム労働者18.1％減と大きく減少している。 

 常用雇用者は51,298千人（同1.0％減）で、うちパートタイム労働者は31.14％を占める。入職率は1.97％（同

0.19ポイント減）、離職率は1.98％（同0.08ポイント減）。 

＜表２＞ 毎月勤労統計調査（事業所規模5人以上、2020年速報） 

区 分 就業形態計 
 

一般労働者 
 パートタイム 

労働者 

 

対前年比 対前年比 対前年比 

月間現金給与額 

 現金給与総額 

   きまって支給する給与 

     所定内給与 

     所定外給与 

   特別に支払われた給与 

 

318,299円 

262,308円 

244,956円 

17,352円 

55,991円 

 

-1.2％ 

-0.7％ 

0.2％ 

-12.1％ 

-3.7％ 

 

417,330円 

337,367円 

313,374円 

23,993円 

79,963円 

 

-1.7％ 

-1.1％ 

-0.1％ 

-12.4％ 

-4.6％ 

 

99,390円 

96,390円 

93,716円 

2,674円 

3,000円 

 

-0.4％ 

-0.9％ 

-0.4％ 

-15.3％ 

20.1％ 

月間実労働時間数等 

 総実労働時間 

   所定内労働時間 

   所定外労働時間 

 出勤日数 

 

135.1時間 

125.9時間 

9.2時間 

17.7日 

 

-2.8％ 

-1.9％ 

-13.2％ 

-0.3日 

 

160.4時間 

148.0時間 

12.4時間 

19.4日 

 

-2.6％ 

-1.6％ 

-13.0％ 

-0.3日 

 

79.4時間 

77.3時間 

2.1時間 

13.9日 

 

-4.7％ 

-4.2％ 

-18.1％ 

-0.5日 

常用雇用 

 常用雇用者数 

 パートタイム労働者比率 

 入職率 

 離職率 

 

51,298千人 

31.14％ 

1.97％ 

1.98％ 

 

1.0％ 

-0.39P 

-0.19P 

-0.08P 

 

35,325千人 

－ 

1.39％ 

1.38％ 

 

1.6％ 

－ 

-0.12P 

-0.07P 

 

15,973千人 

－ 

3.25％ 

3.30％ 

 

-0.3％ 

－ 

-0.33P 

-0.08P 
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◆国民年金保険料未納者に催告状を送付 

 日本年金機構は2021年2月18日・19日に、国民年金保険料を納めていない期間がある人に向けて「国民年金未

納保険料納付勧奨通知書（催告状）」（図２）を発送し、保険料の納付を促した。なお、2021年1月15日時点で保

険料の免除等申請が審査中の場合や、1月15日直前に保険料を納めた場合は、行き違いで催告状が届く可能性が

ある。 

 

＜図２＞ 国民年金未納保険料納付勧奨通知書（催告状） 

（表面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏面） 
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◆2020年12月末現在の国民年金の月次保険料納付率は 

３年経過納付率で76.4％ 

厚生労働省は2021年2月26日、2020年12月末現在の国民年金保険料の納付率を公表した。 

【2017年12月分の納付率】（３年経過納付率） 

 対前年同期比0.8％増の76.4％であった。３年経過納付率は最終的な納付率の状況を示すものとなっている。 

納付対象月数は896万月で、納付月数は685万月。 

【2018年12月分の納付率】（２年経過納付率） 

対前年同期比4.2％増の76.6％であった。納付対象月数は857万月で、納付月数は657万月。 

【2019年12月分の納付率】（１年経過納付率） 

１年経過納付率は73.4％であった。納付対象月数は838万月で、納付月数は613万月。 

 

なお、都道府県別に見ると、１年経過納付率・２年経過納付率・３年経過納付率ともに最も高いのは島根県で、

３年経過納付率は87.8％となっている。 
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